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1.　調査概要

1－ 1　調査の背景・経緯

1991年 10月にカンボディア王国（以下、カンボディアと記す）の和平に関する協定が調印され、

各ドナーはカンボディアの復興・復旧に向け援助を開始した。日本国政府は、1992 年７月の

「ＡＳＥＡＮ拡大外相会議」において当時の柿澤政務次官が日本とＡＳＥＡＮ諸国が共同でカンボ

ディアの復興を支援する「三角協力」構想を打ち出した。

その後、数次にわたるプロジェクト形成調査団（1992年９月、1993年２月、1993年４月、1993

年９月、1997年６月）を派遣し、和平後のカンボディアの最重要課題は帰還難民、武装解除軍人、

国内難民の再定住及び主要産業の育成であったことから、日本国政府はＡＳＥＡＮ４か国政府（イ

ンドネシア、マレイシア、フィリピン及びタイ）とともに、日本国政府が国連難民高等弁務官事務

所（ＵＮＨＣＲ：United Nations High Commissioner for Refugees）へ拠出する資金により農業

を中心とした地域開発を行うこととなった。

1992 年 12 月から難民再定住・農村開発プロジェクト（ＲＤＲＰ：Rural Development and

Resettlement Project in Cambodia ／通称：三角協力、以下三角協力と記す）の第１フェーズと

して「農村基盤整備事業」が開始され、治安状況の悪化から1993年５月以降、協力は一時中断され

たものの、治安状況の回復後、1994年４月から第２フェーズとして「農村開発事業確立」が開始さ

れた。1997年７月の武力衝突事件により再びプロジェクトに遅延が生じたが、1998年８月より、

第２フェーズまでの蓄積を基に、第３フェーズ「総合農村開発普及」が開始されており、これまで

に、総合農村開発「ＩＰ（Integra ted  Pro jec t）」が約 200 村で展開され、ＣＤＷ（Communi ty

Development Worker）76名が育成されるなど、着実に成果を上げ現在に至っている。（2000年４月

時点）

1994年４月からの第２フェーズからは、プロジェクト活動資金の拠出先もＵＮＨＣＲから国連

開発計画（ＵＮＤＰ：United Nations Development Program）に変更され、三角協力基金として

ＵＮＤＰへの拠出金が確保されていたが、1998年８月からの第３フェーズは同じＵＮＤＰへの拠

出金であるものの、人づくり基金の１コンポーネントとなっている。

本プロジェクトについては、国連への拠出金（Japan Fund）の活用、ＡＳＥＡＮ専門家の派遣な

どの事情により、プロジェクト方式技術協力のように特定の年限を区切ることなく、１年ごとに

協力を延長するという方式で実施が進められてきており、今後の中期的な協力計画策定を、プロ

ジェクト関係者と協議するため、プロジェクト形成調査団が派遣された。
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1－ 2　調査の目的

1－ 2－ 1 三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅠ

（1）ＵＮＤＰの行う「三角協力モニタリング・評価」に関しＴＯＲ、評価内容についての協議

を行う。

（2）今後のプロジェクトの中期的な協力計画策定のために関係者と協議を行い、協力計画素

案を作成する。

1－ 2－ 2 三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅡ

（1）12／ 20～１／ 21にＵＮＤＰが行った「三角協力モニタリング・評価」、及び２／ 21～

２／ 25のフォローアップについてＵＮＤＰと協議するとともに、今後の三角協力の計画

（４か年計画）につき意見交換を行う。

（2）農村開発省（ＭＲＤ：Ministry of Rural Development）から人件費・センター移管など

の検討状況の説明を受けるとともに、来年度計画及び４か年計画概要につき協議する。

（3）ＡＳＥＡＮ各国大使館に、ＡＳＥＡＮ専門家投入数の減少に係る説明を行い、

ＡＳＥＡＮ各国大使館に理解を求めるとともに、４か年計画概要の説明を行う。

（4）プロジェクト関係者及びＪＩＣＡ事務所と４か年計画（案）を基に、ＡＳＥＡＮ専門家・

ＪＯＣＶの投入、第三国専門家活用なども含め、来年度の計画を策定するとともに、４

か年計画の大枠の協議を行う。

1－ 3　団員構成

（1）三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅠ

　担　当 　氏　名 　　　　　　　　　　所　　属

団長／総括 平井　敏雄 国際協力事業団地域部準備室インドシナグループ課長

技術協力 二宮　和義 外務省技術経済協力局技術協力課外務事務官

調査計画 野邊　　節 国際協力事業団地域部準備室インドシナグループ特別嘱託

企画調整 平山　剛道 （財）日本国際協力センター開発部開発業務課課長代理

（2）三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅡ

　担　当 　氏　名 　　　　　　　　　　所　　属

団長／総括 平井　敏雄 国際協力事業団アジア第一部インドシナ課課長

調査計画 野邊　　節 国際協力事業団アジア第一部インドシナ課特別嘱託

企画調整 平山　剛道 （財）日本国際協力センター開発部開発業務課課長代理
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1－ 4　調査の日程

（1）三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅠ

月日 曜日
移動及び業務

平井団長 二宮事務官 平山団員 野邊

12月 8日 （水） 10：30 TG641　出発　

21：00 VJ038　到着

12月 9日 （木） 9：00 ＪＩＣＡ事務所にて事前協議

11：00 ＵＮＤＰ事務所にてモニタリング・評価に係る協議

15：00 ＪＩＣＡ事務所にて 15：00 ＭＲＤ Ngy 15：00 ＪＩＣＡ事務所にて

打合せ Chan pal 次官 打合せ

との協議

16：30 ＲＤＲＰ事務所にて協議

12月 10日 （金） 9：00 日本大使館表敬 9：00 コンサルタントとの

打合せ

10：30 ＪＩＣＡ事務所にて打合せ 10：30 藤田ＰＭと協議

14：00 司法省、メコン委員 14：00 ＲＤＲＰ事務所にて協議

会、関係専門家との

協議

17：00 ＲＤＲＰ事務所に

て協議

12月 11日 （土） 7：00 三角協力サイト見学

（平井団長・野邊全日、二宮事務官・平山団員半日）

18：00 専門家と協議 17：50 VJ307　出発 18：00 専門家と協議

12月 12日 （日） 10：30 TG697　出発 12：00 三島ＡＰＭと協議

11：40 バンコク到着 16：05 JL708　到着 14：30 中野ＡＰＭと協議

12月 13日 （月） 10：30 Ｍ＆Ｅコンサルタント

との協議

13：30 黒岩ＡＰＭと協議

15：00 寺本次長、斉藤所員と

協議

18：00 藤田ＰＭと協議

12月 14日 （火） 資料整理・作成

11：00 コンサルタントとの

打合せ

15：00 ＲＤＲＰ事務所

関係者との協議

12月 15日 （水） 資料整理・作成

14：00 三島ＡＰＭと協議

12月 16日 （木） 6：35 NH916　到着 8：00 コンサルタントとの

打合せ

9：00 藤田ＰＭと協議

資料作成

17：00 ＪＩＣＡ事務所にて

松田所長、寺本次長、

斉藤所員との最終協議

19：00 ＲＤＲＰ事務所

関係者との最終協議

12月 17日 （金） 7：00 VJ031　出発

19：00 TG640　到着
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（2）三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅡ

月日 曜日 移動及び業務

３月 12日 （日） 10：00 TG641出発

３月 13日 （月） 9：35 TG696到着

11：00 ＪＩＣＡ事務所にて事前協議

12：00 日本大使館表敬

14：00 ＲＤＲＰ事務所にて協議

３月 14日 （火） 8：00 農村開発省との協議

10：00 フィリピン大使館との協議

11：00 インドネシア大使館との協議

14：00 マレイシア大使館との協議

16：00 タイ大使館との協議

17：00 ＪＩＣＡ事務所との協議

３月 15日 （水） 8：00 ＲＤＲＰ事務所にて協議

11：00 農村開発省との協議

16：00 ＵＮＤＰとの協議

３月 16日 （木） 8：00 ＲＤＲＰ事務所にて協議

13：00 ＵＳＡＩＤとの協議

３月 17日 （金） 10：00 ＲＤＲＰ事務所への報告

11：00 日本大使館への報告

11：30 ＣＤＣとの協議

12：30 ＵＮＤＰ本部藤村氏との協議

14：00 ＪＩＣＡ事務所への報告

17：10 TG699出発

３月 18日 （土） 7：00 642BKK到着

1－ 5　調査結果全体概要

平成 11年、外務省技術協力課長がＵＮＤＰ本部（ニューヨーク）のＴＣＤＣ部長と会談した際、

予算を含む今後の見通しの提示について要請があり、外務省、ＪＩＣＥとともに４か年計画（案）

を作成した。調査団は本案を基に、農村開発省、ＵＮＤＰカンボディア事務所、三角協力プロジェ

クト関係者と協議を行い、今後の計画を立案した。

ＭＲＤ次官Mr. Ngy Chanphalと今後の三角協力計画について協議したなかで、ＭＲＤがＲＤＲＰ

プロジェクトを模範として独自に実施するＭｉｎｉ-ＲＤＲＰプロジェクトにかかる経費、及びプ

ロジェクトから移管予定のセンター維持費などの予算を、1999年９月に政府へ提出する来年度予

算要求で申請することが表明された。

４か年計画の最後の年にあたる 2004年３月までに、三角協力の人件費、維持費、活動費などの

予算はカンボディア政府（ＭＲＤ）により負担されることが望ましいものの、国家財政の５割以上

と海外援助に依存し、かつ国防費が 35％を占めるカンボディアの現状ではこれらの費用を負担し

ていくことは極めて困難であると予想される。

以上のことから、今後も引き続きカンボディア政府（ＭＲＤ）には予算負担を求めていく一方

で、これまで三角協力のＩＰ（Integrated Project）村において行われてきた資機材回転貸付制度
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（ＰＲＭ：Partner Revolving Material）システムを活用し、ＣＤＷ（Community Development

Worker）の人件費を確保する財源捻出法を実証調査（トライアル）のなかで検証し、今後４年間で確

立すること、及びプロジェクト活動を主体的に実施するためのＭＲＤ及び地方自治体の機能強化

を目的に以下の内容で 2004年までプロジェクトを実施する。

1） 現行（ＵＮＤＰへの拠出金）の方式で 2004年３月まで協力を継続する。（付属資料18・19参

照）

・カンボディア政府、地方自治体によるプロジェクト運営が行われるよう機構改革、強化が

行われる。

・ＩＶＭ（Integrated Village Management）活動実施農村において活動が実践され、また維

持される。

・ＭＲＤ農村開発事業が選定された村で設定目標を達成される。

2） カンボディア政府（ＭＲＤ）には予算負担を求めていく一方、人件費捻出法を４年間で確立

する。（下記１－５－１参照）

3） 郡、州レベルなど地方自治体の機能強化も図り、ＭＲＤ主体で活動を展開する農村開発事

業に向けた基盤づくりを行う。（下記１－５－２参照）

4） ４年後にカンボディア政府（ＭＲＤ）がプロジェクト活動費等の予算を独自に確保し、活動

を継続的に展開していく可能性は低いことから、2004年４月以降についても見返り資金、

プロジェクト方式技術協力、チーム派遣、第三国専門家、青年海外協力隊（ＪＯＣＶ）の活

用など、二国間の協力を検討していく。（付属資料 16・17参照）

1－ 5－ 1 ＣＤＷ財源捻出法

1） 参加費徴収＄300（１か村）

Meeting Hut（集会所）建設材料費、ＰＲＭ原資購入費、技術習得訓練費用など＄3,000が

村に投入されることを前提に参加費を徴収する。

2）　ＰＲＭ（Partner Revolving Material）利息から５％の Contribution

現行のＰＲＭ利息 10％を Farmer's Group に返納させるシステムから、５％を Farmer's

Group に、５％をＭＲＤへContribution させる。

3）　ＭＲＤ及び関係省からの通常給与の 20＄の支給

例）2000年度 20か村で活動を展開し、これまでＰＲＭシステムを活用してきた村から５％の

Contribution が徴収され、ＣＤＷ１人当たりの給与を月額＄100とした場合

・参加費徴収 ＄300× 20か村＝＄6,000
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・ＰＲＭ利息 5％の Contribution ＄1,000 × 20か村×５％＝＄1,000

・これまでの村からのＰＲＭ利息５％の Contribution ＄247,000 ×５％＝＄12,350

上記の合計は＄19,350となり、給与＄100から３）通常給与＄20を差し引いた＄80×

12か月で割ると 20名の給与の確保が可能となる。

1－ 5－ 2 ＭＲＤ及び地方自治体の機能強化

これまで三角協力は村、コミューンレベルで Farmer's Groupを形成し、持続可能な総合農村

開発手法の普及を行ってきたが、2000年度からは郡、州レベルの機能強化も図り、ＭＲＤ主体

で活動を展開するＭｉｎｉ-ＲＤＲＰスタートに向けた基盤づくりを行う。

下図のように村からワークプランの申請を受け、各委員会で審査し承認された活動に対し

ＭＲＤより予算が支出される。（Ｍｉｎｉ-ＲＤＲＰプロジェクト実施のための組織図：参照）

1－ 5－ 3 2004年３月以降の支援形態（案）

今回設定した2004年３月までの協力が終了する４年後に、カンボディア政府（ＭＲＤ）がプロ

ジェクト活動費などの予算を独自に確保し、これまでの技術協力の成果を活用しつつ農村開発

プロジェクト活動を継続的に展開していくことは、現在の経済状況からも非常に困難を伴うこ

とが予想される。したがっていずれかの形態で協力を継続していく必要性は高いといえよう。

今後、ＭＲＤのプロジェクトに対する主体的な取り組み姿勢を絶えずモニタリングしていきな

がら、必要に応じ各年度ごとに柔軟な対応を行うことが必要だと思われる。プロジェクト活動

費の確保が困難な場合、最低でも 2004年にはＭＲＤによる人件費の負担、もしくは捻出法が確

立できることを前提に、見返り資金、チーム派遣、第三国専門家、ＪＯＣＶなどの活用により、

2004年度以降についてもＭＲＤによる農村開発活動を継続的に支援することもあらかじめ想定

すべきと考える。
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2.　各フェーズ協議結果

2－ 1　三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅠ

2－ 1－ 1 ＵＮＤＰ「三角協力モニタリング・評価」に関するＴＯＲ、評価内容についての協議

ＵＮＤＰカンボディア事務所にて関係機関会議が開催され、ＵＮＯＰＳ作成のモニタリン

グ・評価ＴＯＲドラフトに沿って各項目ごとの確認がなされ、また、本評価の調査必要経費の

確認、大枠でのスケジュール確認がなされた。ワークプランなどの詳細についてはコンサルタ

ントとプロジェクト関係者で協議していくこととなり、評価内容についてもＵＮＤＰ独自の一

方的な評価ではなく、日本側の意向も反映することを期待できる結果となった。また、コンサ

ルトとの第 1回会議にてスケジュール、モニタリングチームの選出法、便宜供与などについて

協議を行い、ワークプランの提出日程などの合意が得られた。

2－ 1－ 2 今後のプロジェクトの中期的な協力計画策定のための関係者との協議、協力計画素

案の作成

農村開発省次官H.E Mr. Ngy Cyanpal と、今後の三角協力の事業実施に際して、カンボディ

ア政府側負担の可能性に関し、１）人件費の負担、２）プロジェクト施設の運営移管、３）プロ

ジェクト活動の移管、４）プロジェクト運営の移管などについて協議を行い、カンボディア政府

としての予算要求、農村開発省からのプロジェクトへの人材派遣などについて前向きな発言が

なされ、継続的に検討していくこととなった。

また、プロジェクト関係者、ＪＩＣＡカンボディア事務所などと今後の「三角協力」について

協議し、2004年３月を一つの区切りとした計画について、ＰＤＭ（案）を作成した。今後、この

案を基に外務省、ＪＩＣＡ、協力隊事務局、ＪＩＣＥなどと協議を行いＰＤＭ（最終案）を作成

し、２月下旬に予定されている三角協力プロジェクト形成調査団（フェーズⅡ）の際に、農村開

発省へ提示するとともに、３月にＵＮＤＰへ提出予定の計画書にも反映することとした。

2－ 2　三角協力プロジェクト形成調査団・フェーズⅡ

2－ 2－ 1 ＵＮＤＰ「三角協力モニタリング・評価」及び、フォローアップについてのＵＮＤＰ

との協議、今後の三角協力の計画（４か年計画）についての意見交換

４か年計画（案）については、昨年外務省技術協力課長がＵＮＤＰ本部（ニューヨーク）の

ＴＣＤＣ部長と会談した際に予算を含む今後の見通しの提示について要請され、本年３月に回

答することとなった経緯を説明した。今後、必要箇所の修正を行った後、プロジェクトから
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ＵＮＤＰ現地事務所に提出する予定であり、３月末までにＵＮＤＰ本部に提出されるよう要請

した。日本側としても、４か年計画以降もこれまでのマルチの協力体制から二国間の協力体制

に移行し、継続して協力支援していきたいと考えているが、事業継続のいかんはＭＲＤ側の自

立運営に向けての努力にかかっている旨を強調した。ＵＮＤＰ「三角協力モニタリング・評価」

報告で重要視された、カンボディア側のオーナーシップの強化、評価モニタリングシステムの

再構築についても配慮し４か年計画に反映している旨説明し、了解を得た。

また、ＵＮＤＰ「三角協力モニタリング・評価」に関し、我々が今後円滑な事業移管に必要な

要件が明らかにされ、また、多くの事例紹介は非常に有益であり、高く評価している旨説明し

た。フォローアップでは、今後の事業移管に向けてカンボディア側の投入が最重要課題である

ことが強調されており、2000年度の事業計画のなかで、今回の提言内容、カンボディア側の投

入について具体的な検討を行うこととなった。

2－ 2－ 2 農村開発省（ＭＲＤ）による人件費・センター移管などの検討状況の説明、及び来年

度計画・４か年計画概要についての協議

協力期間については、ＵＮＤＰの同意が必要であるものの、日本側として、この形態で 2004

年３月までプロジェクトを継続していく考えを伝えるとともに、４か年計画は、ＭＲＤへのプ

ロジェクト移管を前提としており、自立発展のため尽力するよう要請した。また、４か年計画

をＵＮＤＰに提出することとなった経緯を説明し、併せて、ＭＲＤとしても今後４年間の協力

継続が自立発展に不可欠である旨、ＵＮＤＰに公式表明するよう求めた。

2000 年は、これまでの活動実績を基に、今後のプロジェクトの実施計画を策定する年（リ

フォーミュレーション・イヤー）と位置づけ、活動内容や範囲を拡大するのではなく、現状の把

握と問題点の抽出・整理及びプロジェクト対象農村における活動の実証調査を行い、事業の効

率化をめざすことで持続可能な農村開発手法を移転する方針とすることで了解を得た。

人件費・センター移管などカンボディア政府側負担の検討状況については、現在、農村開発

国家政策を策定中であり、2000 年度予算要求のなかに総合農村開発プロジェクト（Integrated

rural development project）なる農村開発事業を予算計上している旨表明された。また、ＭＲＤ

及び地方自治体がプロジェクトの指導の下、主体的にＲＤＲＰ事業を実施するＭｉｎｉ-

ＲＤＲＰについて、2000 年度はプロジェクト予算によって実施するものの、2001 年度以降、

ＭＲＤ事業として予算要求される旨説明があった。

2－ 2－ 3 ＡＳＥＡＮ各国大使館に対するＡＳＥＡＮ専門家投入数の減少に係る説明、４か年

計画概要の説明

ＡＳＥＡＮ４か国大使館に対し、これまでの協力に対する謝意を表明するとともに、事業移
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管計画に伴う専門家派遣数の漸次削減について説明し了解を得るとともに2004年までの継続協

力を要請した。

ＡＳＥＡＮ各国大使館は、本件協力は極めて裨益効果が高く、協力の継続は不可欠であるが、

カンボディア側の自助努力もまた必要であると認めるものであった。特に、新ＡＳＥＡＮ加盟

国に対する協力は不可欠であり、今後とも日本を含めた各国の協力が必要であるとの意見も聞

かれた。

2－ 2－ 4 プロジェクト関係者及びＪＩＣＡ事務所とのＡＳＥＡＮ専門家・ＪＯＣＶの投入、

第三国専門家活用なども含めた、来年度の計画の策定、４年間計画の大枠について

の協議

カンボディア政府の開発計画では、農村開発、教育、保健、農業の各省の機能強化を優先課

題としており、重点的に予算が措置されることとなっている。加えて、フンセン首相も農村開

発の重要性を強調し、日本政府への本件協力に対する謝辞を表明するとともに継続した協力を

求めている。よって三角協力に関しては、ＵＮＤＰを通じた協力は2004年までにフェードアウ

トするものの、ＪＩＣＡの二国間による協力は継続する方向で検討する必要がある。つまり、事

業としては、フェードアウトではなく予算の代替であり、その多様化を図るものと理解される。

しかしながら、カンボディア側の財政状況では、ＭＲＤがＭｉｎｉ-ＲＤＲＰなどの投入を漸次

拡大するとしているものの、持続発展可能なシステムを確立して事業を移管するためには 2004

年４月以降も二国間での協力（各種スキームの活用：見返り資金、プロジェクト式技術協力、第

三国専門家、ＪＯＣＶなど）による支援が不可欠であることを確認した。
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